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カーボンニュートラルポート（CNP）の
形成について



カーボンニュートラルポート（CNP）の形成

「カーボンニュートラルポート(CNP)」の形成のイメージ

○ サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む荷主等のニーズに対応し、脱炭素化に配慮した

港湾機能の高度化を図ることにより、荷主や船社から選ばれる競争力のある港湾を形成する。

○ また、温室効果ガスの排出量が多い産業等が多く集積する港湾・臨海部において、水素・アン

モニア等の受入環境の整備を図ることにより、産業の構造転換及び競争力の強化に貢献する。

○これらにより、我が国が目標とする2050年カーボンニュートラルの実現に貢献する。

世界的なサプライチェーン全体の脱炭
素化の要請に対応して、港湾施設の脱
炭素化等への取組を進めることで、荷
主や船社から選ばれる、競争力のある
港湾を形成

産業のエネルギー転換に必要となる水
素やアンモニア等の供給に必要な環
境整備を行うことで、港湾・臨海部の産
業構造の転換及び競争力の強化に貢
献

荷主や船社から選ばれる

競争力のある港湾を形成

産業の構造転換及び競争力強化

への貢献
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港湾法の一部を改正する法律（令和４年法律第87号）（脱炭素化関係抜粋）

法律の概要
１．港湾における脱炭素化の推進

①港湾の基本方針への位置づけの明確化 等
○国が定める港湾の開発等に関する基本方針に「脱炭素社会の実現に向けて港湾が果たすべき役割」等を明記。

○港湾法の適用を受ける港湾施設に、船舶に水素・燃料アンモニア等の動力源を補給するための施設を追加し、
海運分野の脱炭素化を後押し。 ※併せて税制特例（固定資産税等）を措置

背景・必要性

②港湾における脱炭素化の取組の推進
○港湾管理者(地方自治体)は、官民の連携による港湾における脱炭素化の取組※を定めた港湾脱炭素化推進計画
を作成。
※水素等の受入れに必要な施設や船舶への環境負荷の少ない燃料の供給施設の整備等

○港湾管理者は、関係する地方自治体や物流事業者、立地企業等からなる港湾脱炭素化推進協議会を組織し、計
画の作成、実施等を協議。

○水素関連産業の集積など、計画の実現のために港湾管理者が定める区域内における構築物の用途規制を柔軟に設
定できる特例等を措置。

１．エネルギー・産業構造転換のために必要な港湾における脱炭素化の推進
○我が国の運輸・産業分野の脱炭素化に必要な水素・燃料アンモニア等の活用を本格化させるためには、
産業が集積し海上物流の拠点である港湾におけるそのサプライチェーンの構築と利用促進が必要。我が
国産業や港湾の国際競争力にも影響する懸念。

臨海部に集積する産業と連携して、カーボンニュートラルポート（CNP）の取組を推進し、
我が国の産業や港湾の競争力強化と脱炭素社会の実現に貢献

臨海部に集積する産業と連携し、港湾における官民関係者が一体となった、カ
ーボンニュートラルポート（CNP）の取組を推進するための仕組みが必要。

出典：国立環境研究所HP資料より、港湾局作成

港湾脱炭素化推進計画に
定める取組の例

海運の脱炭素化を支える環境負荷
の少ない船舶燃料の補給サービス

液化水素のサプライチェーンの
構築に必要な港湾施設の整備

CO2排出量の約6割を占める産業の
多くは、港湾・臨海部に立地

発電所・
製油所等
4.2億トン
（40.4%）

化学工業
(石油石炭製品を含む)
0.5億トン（5.1%）

その他
4.6億トン
（43.8%）

鉄鋼1.1億トン
（10.7%）

セントラルＬＮＧマリンフューエル提供

我が国のCO2排出量
計10.4億トン（2020年度）
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各港における港湾脱炭素化推進協議会等の設置状況

・八戸港
・久慈港
・釜石港
・仙台塩釜港
・小名浜港

・大阪港
・堺泉北港
・阪南港
・日高港
・和歌山下津港
・神戸港
・東播磨港
・姫路港

鳥取港・
境港・

浜田港・

・茨城港
・鹿島港
・東京港
・千葉港
・木更津港
・川崎港
・横浜港

舞鶴港・

青森港・
能代港・
船川港・
秋田港・
酒田港・

新潟港・
両津港・
小木港・

直江津港・
伏木富山港・

七尾港・
金沢港・
敦賀港・

全国78港湾で開催
（令和６年２月20日時点）

※赤字は、港湾脱炭素化推進協議会を
設置している港湾（62港）。
その他は任意の協議会等。

○カーボンニュートラルポート（CNP）の形成に向け、各港湾において官民連携の協議会等（※）が開催されている。

（※）構成 ： 港湾管理者、関係地方公共団体、民間事業者、港湾利用者、学識経験者、関係省庁の地方支分部局 等

水島港・
福山港・
広島港・

徳山下松港・

・清水港
・御前崎港
・三河港
・衣浦港
・名古屋港
・四日市港
・津松阪港
・尾鷲港

北九州港・
博多港・
苅田港・

佐世保港・
長崎港・
三池港・
大分港・

津久見港・
八代港・
佐伯港・
川内港・
細島港・

志布志港・

・運天港
・金武湾港
・中城湾港
・那覇港
・平良港
・石垣港

松山港・
須崎港・

新居浜港・
坂出港・
高松港・

徳島小松島港・
橘港・

・稚内港
・苫小牧港
・室蘭港
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R4d R5d R6d R7d～

港湾法改正や
マニュアルの整備

各港湾の
CNP形成状況

(協議会・計画)

CNP認証
（ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ）

水素を燃料とする
荷役機械の導入

水素等の
受入環境整備

国際連携

制度設計
運用に向けた準備

試行の実施

水素等の受入環境整備に関する検討

港湾脱炭素化推進計画作成マニュアル
ベストプラクティス集の更新（検討中）

改正港湾法の施行

基本方針の変更

港湾脱炭素化推進計画作成
マニュアル公表

技術上の
基準の改訂等

順次、協議会の立ち上げ
及び計画の作成

 港湾脱炭素化推進協議会：78港湾
 港湾脱炭素化推進計画：6計画

CNPの形成に向けた検討状況
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現地実証等
普及
促進

CNPに関する海外諸国との連携の強化
CNP 認証（コンテナターミナル）の認知度向上

港湾の脱炭素化・グリーン海運回廊シンポジウム

LOI締結（国交省・カリフォルニア州） MOC締結（国交省・シンガポール運輸省）

制度案公表 運用・制度改善 本格
運用

実施計画立案（机上検討）

受入環境
整備

第９２回港湾分科会

 港湾脱炭素化推進協議会：65港湾
 港湾脱炭素化推進計画：2計画

第８９回港湾分科会



水素を燃料とする荷役機械（RTG）の現地実証

○ 国土交通省では、カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の形成を推進しており、この一環で、港湾のターミナルの
脱炭素化を実現し、荷主や船社から選ばれる競争力のある港湾を形成するため、水素を燃料とする荷役機械を
荷役の現場に導入する現地実証を行う。

○ 本実証の結果を踏まえ、港湾のターミナルにおいて水素を安全かつ円滑に導入するため、港湾の施設の技術
上の基準の改訂等を進め、水素を燃料とする荷役機械の導入拡大に向けた環境整備を行う。

１）横浜港
南本牧ふ頭地区 MC-2

２）神戸港
ポートアイランド（第２期）地区
PC15～17

●令和４年度～令和５年度
実施計画立案（机上検討）

●令和５年度～令和６年度
現地実証の準備

（タイヤ式門型クレーン（RTG）の
ディーゼルエンジンの換装、試運転）

●令和７年度
現地実証（データ取得）、分析等

●令和７年度～令和８年度
技術上の基準の改訂等

(出典)iLabo

(出典)岩谷産業

(出典)iLabo
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１．持続的な経済成長の実現
港湾におけるGXの推進～港湾における水素等の受入環境整備に関する検討～

○ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、水素等の大規模なサプライチェーンの構築のため、港湾における受入環境の整備
を進める。

○ 関連法令に係る検討状況を踏まえ、大量に輸入する水素等の安全な荷役及び安定的かつ効率的な海上輸送体系の構築に向け、
港湾の施設配置や二次輸送体制について検討会等を実施。

○ 検討結果及び関連法令に係る検討状況を踏まえ、港湾における水素等の受入環境整備に関するガイドライン等の作成を行う。

○ 液化水素等を大量に扱う際

の構造物規制等（規制対象項

目の検討）

○ 液化水素等を大量に扱う際

の安全な荷役手法等の検討

○ 荷役時の事故等を想定した

港湾の安全対策の構築

安全に配慮した施設配置
等の検討

国内の二次輸送(海上輸送)体制の
構築検討

公共岸壁を利用する臨海油槽所群

液化水素を含む
複数の種類の貨
物の取扱を想定

水素等供給拠点イメージ（川崎港扇島地区）

○ 今後、水素等の受入環境の整備を

進め、効率的な二次輸送を行うため

の サプライチェーンモデル検討

○ 輸入拠点と二次輸送拠点において、

それぞれ必要となる施設配置の検討

検討項目

出典：川崎重工業(株)HP

液化水素運搬船（16万m3型） イメージ図

出典：川崎市報道発表資料
（令和５年８月３１日）

液化水素の荷役実証事業

神戸港

臨海部の石油タンクや液化プロパンガスタンク

金沢港



CNP認証（コンテナターミナル）の創設に向けた検討

○ サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む荷主等のニーズに対応するため、国土交通省港湾局では、港湾
のターミナルにおける脱炭素化の取組を客観的に評価する認証制度の創設に向けて取り組んでいる。

○ まずはグローバルサプライチェーンを支えるコンテナターミナルに着目し、令和５年３月に「CNP 認証（コンテナ
ターミナル）」の制度案を取りまとめ、同年11月から、海外ターミナルとも連携し、評価基準の妥当性や認証機関
に求められる能力、体制等を検討するため試行を実施中。

○ 本認証制度の国際的な認知度向上を図り、我が国の港湾が荷主・船社等から選ばれる競争力のある港湾とな
ることを目指す。

試行対象のコンテナターミナル
- （東京港）大井コンテナ埠頭１～２号

- （横浜港）南本牧ふ頭

- （名古屋港）鍋田ふ頭

- （大阪港）夢洲C-11

- （神戸港）ポートアイランドPC15-17

- （博多港）アイランドシティ

- （LA港）Yusen Container Terminal

スケジュール
R5.3              制度案を公表

R5.11～R6.3 施行及び制度案の見直し

R6d              運用開始本制度で評価する脱炭素化の取組例

認証機関

コンテナ
ターミナル

A

申請 審査・認証

評価の建付け
・登録（第1段階）

・認証（第2段階）
- Certified
- Silver
- Gold
- Platinum

コンテナ
ターミナル

B

認証・評価のイメージ
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